
 

 

 

 

 

改正消防法施行令施行等に伴うバリアフリ

ー化等工事の事前協議の手引き 
 

 

１ 補助対象事業所と工事内容 

  設備基準 

 

２ 協議から申請、工事、実績報告の流れ 

 

３ 各種書類の書き方 

（１）事前協議申請書 

 （２）事前協議書 

 

 

 

 

 

 

神奈川県保健福祉部障害福祉課施設福祉班作成 

 

平成２０年１１月１０日 



１ 補助対象事業所と工事内容            「はい」 

                          「いいえ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成20年11月1

日現在、障害

程度区分４以

上の利用者８

割以上いる住

居である。 

面 積 が

275㎡を

超える 

面積が300㎡を

超える。 

面積が500㎡

を超える。 

面 積 が

6000㎡を

超える 

使用している住居が100㎡を越

える一戸建てである。 

使用している住居が一戸

建て以外の建物である。

平成20年11月1

日現在、障害

程度区分４以

上の利用者８

割以上いる住

居である。 

平成20年11月1

日現在、障害

程度区分４以

上の利用者８

割以上いる住

居である。 

消
防
署
か
ら
改
善
指
導
を
受
け
て
い
る
。

１ ３ 

２ 

３

４

５

８

７
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２

面積が300㎡を

超える。 

面積が500㎡

を超える。 

面 積 が

6000㎡を

超える 

６

８
６ 

面 積 が

275㎡を

超える 

９

７



法律上の基準を元に申請のできる主な設備 

番号 内  容 

① 

消防署等で指導された内容の分かる書類の写しと、その改善に必要

な工事費の見積書の写しを添付し、工事内容と額を協議書に記してく

ださい。 

② 
（消防法関係）①自動火災報知設備②火災通報装置③スプリンクラー 

（建築基準法関係）①非常用照明②2以上の直通階段③界壁※ 等 

③ 
（消防法関係）①自動火災報知設備②火災通報装置 

（建築基準法関係）①非常用照明②2以上の直通階段③界壁※ 等 

④ 
（消防法関係）①自動火災報知設備 

（建築基準法関係）①非常用照明②2以上の直通階段③界壁※ 等 

⑤※ （建築基準法関係）①非常用照明②2以上の直通階段③界壁※ 等 

⑥ 
（消防法関係）①自動火災報知設備②火災通報装置③スプリンクラー 

                             等 

⑦ ありません。 

⑧ （消防法関係）①自動火災報知設備②火災通報装置 等 

⑨ （消防法関係）①自動火災報知設備  等 

 

※ 各設備の基準については地元消防署に確認をして頂く必要があります。 

※ 消防庁では１１月下旬（予定）に自動火災報知設備の基準の緩和について

の内容が公布される予定になっています。 

※ 界壁について該当になった事業所については県障害福祉課施設福祉班に相

談してください。 

※ ⑤に該当したホームで申請を考えるホームは障害福祉課に確認をしてくだ

さい。 

 



２ 協議から申請、工事、実績報告の流れ 

法    人 県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受 理 

審査・調整 

内 示 

（１） 事前協議申請書 

（２） 事前協議書   

（３） 住居の間取り図の写し 

（４） 消防署からの指導書等の写し 

（ ）

協議申請 

交付申請 

（１） 交付申請書 

（２） 事業計画書 

（３） 収入支出予算書抄本 

（４） 口座振込み申出書 

（５） 事業計画書 

（６） 工事見積書 

（７） 工事箇所平面図 

（８） 賃貸借契約書 

（９） 工事の同意書 

受 理 

審  査 

交付決定 工事実施  

実績報告 

（１） 実績報告書 

（２） 事業結果報告書 

（３） 補助金精算書 

（４） 収支支出決算書抄本 

（５） 工事請負契約書の写し 

（６） 工事完成届書の写し 

（７） 整備箇所平面図 

（８） 工事完成写真の写し 

受 理 

審  査 

支払い 




